
平成26年地方分権改革に関する提案募集提案事項

厚生労働省最終的な調整結果 重点事項通番： 47

管理番号 巴E二コ提案区分1s地方附する規制緩和 ｜提案分野巨E型
提案事項 ｜保育所に関する基準に係る地方の裁量拡大
（事項名） I 

提案団体 ｜東京都

制度の所管・関係府省

恒雪主
求める借置の具体的内容

保育所の基準にかかる条例を都道府県が制定するに当たり、従わなければならないとされている府省令で

定める事項について、参酌化すること。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【現在の制度】児童福祉法第45条にて、都道府県は、児童福祉施設の設備及び運営について、条例で定め

ることを求められている。条例制定にあたっては、同条第2項により厚生労働省令の定めるところに従うことと

されている。

【制度改正の必要性】平成13年度に創設した都独自の基準を定めた認証保育所では、基準面積の年度途中

の弾力的運用を認め（2歳未満児居室面積について年度当初3.3ni→年度途中2.5ni）、産休、育休明けなど

の年度途中の保育ニーズの受け皿として柔軟に対応している。また、保育従事職員の資格要件について、

保育士以外の多様な人材の活用を可能にするため、保育士については常勤6割としており、制度開設後12

年を経過しているが、これまで適切に運営され、多様な保育ニーズに応えている。

こうした地域の実情に応じた基準により設置している認紅保育所は、制度創設以来、毎年度増え続け、直近

10年でみると、認証保育所が543か所、認可保育所296か所増加し、増加の7割を認証保育所が占めており、

都の保育施策で大きな実績を上げている。それでもなお、都内の待機児童数は8千人を超えており、解消に

向けた保育サービスの拡充が急務である。

そのため、児童福祉施設の整備及び運営に関する基準のうち保育所に係る「従うべき基準Jについて、「参

酌すべき基準」に見直していただきたい。

これにより、認証保育所と同様に、認宵保育所についても基準面積の弾力的運用が可能となり、待機児童対

策や要支媛児童への適切な保育の提供に資する。また、保育士以外の資格を持つ者の活用や資格要件の

緩和により、現状でも不足している保育人材の有効活用が図られる。

根拠法令等

百董扇止法第45条

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第32条、第32条の2、第33条、第35条

358 



各府省からの第1次回答 回答区分七竺竺

子どもの健康や安全、発達の保障に直接影響を与える事項については国が最低限の基準を定めるべきであ

り、保育の質等に深刻な影響が生じ得るものについては「従うべき基準Jとして全国一律の基準としている。

その理解の下、既に「地方分権改革推進計画』（平成21年12月15日閣議決定）において、以下のとおり結論

が出ており、その後の特段の事情変更も認められない。

※地方分権改革推進計画（平成21年12月15日閣議決定）抄

「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（45条2項）を、条例（制定主体は都道府県、指定都市、中核

市（ただし、助産施設、母子生活支援施設及び保育所に限る。）及び児童相談所設置市）に委任する。

条例制定の基準については、医師等の職員の資格に関する基準に係る規定、配置する職員の員数に関す

る基準に係る規定、居室の面積に関する基準に係る規定並びに施設の利用者及びその家族に対する人権

侵害の防止等に係る規定は、「従うべき基準Jとし、施設の利用者の数に関する基準に係る規定は、「標準」

とし、その他の設備及び運営に関する基準に係る規定は、「参酌すべき基準Jとする。ただし、保育所にあっ

ては、東京等の一部の区域に限り、待機児童解消までの一時的措置として、居室の面積に関する基準に係

る規定l立、『標準」とする。

各府省からの第1次回答を踏まえた提案団体からの意見

保育従事者の資格要件について、来年度からの子ども・子育て支援新制度では、新たに区市町村認可とな

る家庭的保育や小規模保育において、保育士の配置を、5割で可としている。

また、都において認証保育所基準（面積基準を年度途中2.sniまで弾力化可能、保育従事者を保育士6割

以上）で認定している地方裁量型認定こども薗や認可外部分も含む幼稚園型認定こども園も新制度では給

付の対象となる。

このように、園は保育従事者の保育士資格要件について、認可保育所には10割配置を求める一方、小規

模保育や地方裁量型・幼稚園型認定こども園では、 10割配置を求めていないという事実が示すように、国の

定める基準は整合性を欠いている固

面積基準の緩和について、特例による時限措置の場合では、時限措置終了後に待機児童数が増加すること

が懸念される。

また、時限による定員増は、職員配置の面でも臨時雇用にせざるを得ないため、現在の時限的な緩和措置

も使いづらい制度となっている。

そのため、特例措置の延長ではなく、地域の実情に応じて、地方自治体が安定的に保育サービスを提供で

きるよう、保育所の基準は、参酌基準とすべきと考える。

全国知事会からの意見

「従うべき基準」については、地方分権改革推進委員会第3次勧告を踏まえ、廃止し、又は標準もしくは参酌

すべき基準へ移行するべきである。

全国市長会・全国町村会からの意見

｜一】提案団体の意見を十分に尊重されたい。

重点事項58項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

【保育士配置・居室面積基準の参酌基準化】

0 次の理由から、提案の実現に向け前向きな検討を求める。

第1次回答の中で、地方分権改革推進委員会の第3次勧告で決定済であることを指摘するが、「地域の

自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成23年法律
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第37号）（第1次一括法）附則第46条の規定では、「政府は、…（中略）…新児童福祉法…（中略）…第四十五

条…（中略）…並びに附則第四条の規定の施行の状況等を勘案し、これらの規定に規定する基準及びこれ

らの規定に基づき国の行政機関の長が定める基準の在り方について検討を加え、必要があると認めるとき

は、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。」と規定されている。

・東京都のように認証保育所（認可外保育所）を懸命に増やしても待機児童が解消されていない地域が

存在する一方で、こうした独自の認証保育所が高い評価を得ている実態もあることは、附則第46条に照らし

ても「事情の変更」と言えるのではないか。

待機児童解消のため、認可保育所と異なる基準を持った地域型保育事業を導入することも、待機児童

解消のために保育制度全般の枠組みが変わるという「事情の変更』であり、これも附則第46条が想定してい

ることではないのか。

－認可保育所における保育従事者にすべて保育士を要求する理由として「子どもによって保育士とそうで

ない者が対応することになり不適切』と説明しているが、地域型保育等の新制度において、認可保育所以外

では全てが保育士であることを義務付けていないことは、説明の一貫性を欠いている。

【保育所の居室面積の特例措置】

0 提案団体からは、期限付きの特例制度である以上、期限切れになった場合には人員整理が必要になっ

てしまい、雇用する保育士の処遇上、問題があるため認可保育所での制度活用が進んでいない原因になっ

ているとする指摘があった。こうした現場の声を踏まえると、単なる延長でなく、参酌基準とした上で恒久化す

べきである。

0 平成27年度から新制度がス告ートする段階で現場に混乱をもたらすとの懸念があるとしても、最終的に

は参酌基準とすることを目指したよで段階的に移行すべきである。

0 0・1歳児を対象とした特例措置を適用するためには、Z歳児以降の定員も増やす必要があり、面積基準

上困難であるとの指摘もある。小規模保育事業における連携施設確保（0～2歳が3歳に到達した際に別施

設で保育を実施する必要があること）が困難であることと同棟、対象年齢だけの基準緩和のみならず、制度

全体の連動性を加味した措置が必要である。その点からも、各地域における事情を踏まえた取組を認める

べきであって、参酌基準化すべきである。

各府省からの第2次回答 回答区分［c対応不可

子ども・子育て支援新制度に関する法整備では、認可保育所に関する人員配置基準等については従前の

とおりとされた。

また、3歳未満児については、待機児童数が多いことから、一定の質を確保した保育の受け皿を増やして

いく必要があり、小規模保育はそのために新たに設けたもの。

認可外保育施設が増える中で、できる限りその質を向上させて新制度の体系に取り組んでいくという観点

から、 1名の追加国置を求めるとともに、保育士の配置比率が向上するよう、段階的に保育所と同数の職員

配置となるよう促すこととしたものである。

なお、子ども・子育て会議の場においても、小規模保育は認可保育所とは別のものであり、賀の確保向上

を目指すべきであるという方向性や、認可保育所の人員配置基準の緩和につながるものではないという認

識が共有されているところ。

平成26年の地方からの提案等に関する対応方針（平成27年1月30日閣議決定）記載内容

［再掲］

6【厚生労働省】

( 1 ）児童福祉法（昭22法164)

( ii ）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭23厚生省令63）のうち、保育所に係る基準について

は、次のとおりとする。

’居室面積（同基準32条）については、三大都市圏の一部に限り、待機児童解消までの一時的措置として、

平成27年3月31固までの問、居室の面積に関する基準に係る規定を「標準」としている措置を、平成32年3月

31日まで延長する。 つ
・朝、タの時間帯であって、保育する児童が1人である場合等における保育士の数が2人を下回ってはなら

ないという取扱い（同基準33条2項）について、地方の実情を踏まえて、引き続き検討を進める。
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上記（ i ) ( ii ）に加え、平成27年4月からの子ども・子育て支援新制度の着実な施行を図るとともに、「待機

児童解消加速化プラン」及び「保育士確保プランJIこ基づき、地方公共団体と連携して、保育士確保対策（潜

在保育士の復帰支媛を含む。）に強力に取り組む。
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